
2019年度・経済の見通し
Ⅰ. 2019年度日本経済の見通し

2018年度前半の日本経済は、西日
本豪雨、台風21号などの自然災害の
影響によって一時的にマイナス成長
に陥ったものの緩やかな回復基調に
ある。2018年度後半も、世界経済の
回復に伴う輸出の増加、企業収益の
増加を背景とした設備投資が景気回
復をけん引し、2018年度の実質国内
総生産（GDP）成長率は、0.8％と予測
する。
2019年度の個人消費は、10月実施

予定の消費税率の引き上げ前後で
振幅はあるが緩やかな回復は続くだ
ろう。また、設備投資と輸出が日本経
済をけん引するという構図が続くとみ
ている。ただ、世界経済の成長率は
ペースダウンしていることから、輸出の
伸びは鈍化し、それに伴い設備投資
の伸び率も低下するだろう。一方、公
共投資の増加がプラスに寄与し、
2019年度の成長率は0.8％と予測する。
なお、米中貿易摩擦の日本への影
響は今のところ限定的である。しかし、
関税引き上げの対象が、自動車・自動

車部品まで拡大されれば、世界経済
の減速に拍車がかかる。IMF（国際
通貨基金）の試算では、2019年の世
界経済の成長率は最大0.8％引き下
げられる。こうした事態に陥れば、日
本経済に与える影響は大であり、注
意が必要である（図表1、図表2）。

個人消費は、節約志向は続いてい
るが、賃金の上昇が続いていることが
下支えとなり、緩やかな回復が続くだ

ろう。2019年10月に消費税率の引き
上げが予定されているが、前回
（2014年4月）引き上げ時と比べて、
引き上げ幅が2％と小さいこと、経済
への影響を抑えるために、軽減税率、
住宅ローン減税の延長、自動車税減
税などの政策措置が講じられること
から、消費の落ち込みは小さいだろう。
また、2019年度の半ばでの引き上げと
なることから、駆け込み需要とその後
の落ち込みは、年度内で均せば影響
はほとんどないとみている（図表3）。
住宅投資は、減少が続いていた貸
家が底を打ちつつある。また、消費税
率引き上げ前の駆け込み需要が持家、
分譲を中心に出てくるだろう。ただ、住
宅の一次取得者の中心である30代

人口の減少が続くことから、住宅着工
件数は緩やかな減少を続けるだろう。
設備投資は、伸び率は低下してい

くものの、増加が続くだろう。日銀短観
では製造業の設備不足感は記録的
な水準にあり、設備投資計画は高水
準にある。このため、企業収益の伸び
は鈍化しつつあるものの、こうした設
備投資需要により、投資は増加が続く
とみている。
公共投資は、2017年度の公共投
資増加に寄与した2016年度第2次
補正予算の押し上げがはく落したこ
とから、2018年度は前年度比減少す
るだろう。2019年度の公共事業関係
費は、相次ぐ自然災害への対策、消
費増税による景気下押しの影響を緩

和するための経済対策として、公共
インフラ補修の予算措置が想定され
ることから、2018年度と比べて増加
するだろう。
輸出は、海外経済の回復の持続に
伴い増加が続いているが、成長は鈍
化しつつある。このため、輸出の伸び
率は低下するだろう。また、輸入も、原
油価格が下落してきたこと、国内需要
の伸びも鈍化することから、伸び率は
低下するだろう。
海外経済は、緩やかな回復が持続

すると予想するが、わが国の主要貿
易先である米国、中国、欧州の経済
見通しは次のとおり。
米国経済は、所得税減税効果も

あり好調な個人消費がけん引し、潜

在成長率（2％程度）を上回る成長
が続いている。引き続き個人消費主
導による景気の拡大が続くが、減税
効果は2019年半ばには薄れ、減速
していくだろう。また、住宅投資に陰り
がみえていることには注意が必要で
ある。中間選挙の結果、上院が共和
党、下院が民主党という「ねじれ議
会」が発生した。2020年大統領選再
選に向けて、トランプ大統領は景気
拡大維持のためにあらゆる措置を講
じてくることが予想され、景気後退に
陥ることはないだろう。
2018年は長期金利上昇を引き金と

して、株式市場の大幅な下落が繰り
返された。景気拡大は続いており、金
利には上昇圧力がかかっている。この

ため、金融市場は不安定な状態が続
くことが予想される。
中国経済は、緩やかな減速が続く。
中国政府が進める企業や地方政府
の債務削減でインフラ建設が低迷、
加えて米国との貿易摩擦の影響もあ
り、2018年7～9月の実質ＧＤＰ成長率
は6.5％と、リーマン・ショック後2009年1
～3月期（6.4％）以来の低水準に沈ん
だ。減税、預金準備率の引き下げなど
財政・金融措置を講じているが効果
には時間がかかりそうである。また、米
国との貿易摩擦問題は長期化が予
想されることから、中国経済は緩やか
な減速が続くと予想する。
欧州経済は、雇用・所得環境の改
善に伴う個人消費の改善により底堅

い成長が続いている。ただ、英国のＥ
Ｕ離脱協議の行方、イタリアの財政懸
念、EUの中心的存在であるドイツの
メルケル首相が与党、キリスト教民主
同盟（CDU）の党首退任を表明する
など、先行きの不透明感を高める材
料が目白押しである。ＥＵの中央銀行
であるＥＣＢは年内に国債などの資産
買入れを停止し、2019年夏以降の利
上げを予定しているが、予定通り実施
に移ることができるか難しい局面に差
し掛かっている。
こうしたマクロ経済の状況下、当地
域の主要経済はどのような状況にあ
るのだろうか。以下に産業別の現況と
今後の動向について述べる。

1. 経済成長率の見通し

2. 需要項目別見通し

2018/2019年度経済見通し図表1 四半期実質ＧＤＰ成長率寄与度推移図表2

出所：内閣府「国民経済計算2018年7月～9月期（2次速報値）」をもとにOKB総研予測
（＊）四捨五入の関係で数値が合わない場合がある

出所：内閣府「国民経済計算2018年7～9月期（2次速報値）」よりOKB総研にて作成
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Ⅱ. 地域主要産業の動向

2018年度前半の日本経済は、西日
本豪雨、台風21号などの自然災害の
影響によって一時的にマイナス成長
に陥ったものの緩やかな回復基調に
ある。2018年度後半も、世界経済の
回復に伴う輸出の増加、企業収益の
増加を背景とした設備投資が景気回
復をけん引し、2018年度の実質国内
総生産（GDP）成長率は、0.8％と予測
する。
2019年度の個人消費は、10月実施

予定の消費税率の引き上げ前後で
振幅はあるが緩やかな回復は続くだ
ろう。また、設備投資と輸出が日本経
済をけん引するという構図が続くとみ
ている。ただ、世界経済の成長率は
ペースダウンしていることから、輸出の
伸びは鈍化し、それに伴い設備投資
の伸び率も低下するだろう。一方、公
共投資の増加がプラスに寄与し、
2019年度の成長率は0.8％と予測する。
なお、米中貿易摩擦の日本への影
響は今のところ限定的である。しかし、
関税引き上げの対象が、自動車・自動

車部品まで拡大されれば、世界経済
の減速に拍車がかかる。IMF（国際
通貨基金）の試算では、2019年の世
界経済の成長率は最大0.8％引き下
げられる。こうした事態に陥れば、日
本経済に与える影響は大であり、注
意が必要である（図表1、図表2）。

個人消費は、節約志向は続いてい
るが、賃金の上昇が続いていることが
下支えとなり、緩やかな回復が続くだ

ろう。2019年10月に消費税率の引き
上げが予定されているが、前回
（2014年4月）引き上げ時と比べて、
引き上げ幅が2％と小さいこと、経済
への影響を抑えるために、軽減税率、
住宅ローン減税の延長、自動車税減
税などの政策措置が講じられること
から、消費の落ち込みは小さいだろう。
また、2019年度の半ばでの引き上げと
なることから、駆け込み需要とその後
の落ち込みは、年度内で均せば影響
はほとんどないとみている（図表3）。
住宅投資は、減少が続いていた貸
家が底を打ちつつある。また、消費税
率引き上げ前の駆け込み需要が持家、
分譲を中心に出てくるだろう。ただ、住
宅の一次取得者の中心である30代

人口の減少が続くことから、住宅着工
件数は緩やかな減少を続けるだろう。
設備投資は、伸び率は低下してい

くものの、増加が続くだろう。日銀短観
では製造業の設備不足感は記録的
な水準にあり、設備投資計画は高水
準にある。このため、企業収益の伸び
は鈍化しつつあるものの、こうした設
備投資需要により、投資は増加が続く
とみている。
公共投資は、2017年度の公共投
資増加に寄与した2016年度第2次
補正予算の押し上げがはく落したこ
とから、2018年度は前年度比減少す
るだろう。2019年度の公共事業関係
費は、相次ぐ自然災害への対策、消
費増税による景気下押しの影響を緩

和するための経済対策として、公共
インフラ補修の予算措置が想定され
ることから、2018年度と比べて増加
するだろう。
輸出は、海外経済の回復の持続に
伴い増加が続いているが、成長は鈍
化しつつある。このため、輸出の伸び
率は低下するだろう。また、輸入も、原
油価格が下落してきたこと、国内需要
の伸びも鈍化することから、伸び率は
低下するだろう。
海外経済は、緩やかな回復が持続

すると予想するが、わが国の主要貿
易先である米国、中国、欧州の経済
見通しは次のとおり。
米国経済は、所得税減税効果も

あり好調な個人消費がけん引し、潜

在成長率（2％程度）を上回る成長
が続いている。引き続き個人消費主
導による景気の拡大が続くが、減税
効果は2019年半ばには薄れ、減速
していくだろう。また、住宅投資に陰り
がみえていることには注意が必要で
ある。中間選挙の結果、上院が共和
党、下院が民主党という「ねじれ議
会」が発生した。2020年大統領選再
選に向けて、トランプ大統領は景気
拡大維持のためにあらゆる措置を講
じてくることが予想され、景気後退に
陥ることはないだろう。
2018年は長期金利上昇を引き金と

して、株式市場の大幅な下落が繰り
返された。景気拡大は続いており、金
利には上昇圧力がかかっている。この

ため、金融市場は不安定な状態が続
くことが予想される。
中国経済は、緩やかな減速が続く。
中国政府が進める企業や地方政府
の債務削減でインフラ建設が低迷、
加えて米国との貿易摩擦の影響もあ
り、2018年7～9月の実質ＧＤＰ成長率
は6.5％と、リーマン・ショック後2009年1
～3月期（6.4％）以来の低水準に沈ん
だ。減税、預金準備率の引き下げなど
財政・金融措置を講じているが効果
には時間がかかりそうである。また、米
国との貿易摩擦問題は長期化が予
想されることから、中国経済は緩やか
な減速が続くと予想する。
欧州経済は、雇用・所得環境の改
善に伴う個人消費の改善により底堅

い成長が続いている。ただ、英国のＥ
Ｕ離脱協議の行方、イタリアの財政懸
念、EUの中心的存在であるドイツの
メルケル首相が与党、キリスト教民主
同盟（CDU）の党首退任を表明する
など、先行きの不透明感を高める材
料が目白押しである。ＥＵの中央銀行
であるＥＣＢは年内に国債などの資産
買入れを停止し、2019年夏以降の利
上げを予定しているが、予定通り実施
に移ることができるか難しい局面に差
し掛かっている。
こうしたマクロ経済の状況下、当地
域の主要経済はどのような状況にあ
るのだろうか。以下に産業別の現況と
今後の動向について述べる。

１．製造業

1 はん用・生産用・業務用機械工業　愛知は堅調、岐阜は一進一退ながら緩やかに増加

◆国際ロボット連盟によれば、2017
年の世界の産業用ロボットの販売
台数は前年比30％増の381,000
台で過去最高、2018年は同10％
増の421 ,000台になる見通し。
2021年までは年平均14％増で成
長し、63万台に達することが見込
まれる。

業界トピック
◆中部経済産業局の金属工作機械受注状況では、国内受注

高は概ね前年同月比二桁増が続いている。一方、海外受注

高は5月まで前年同月比二桁増であったが、6月以降は伸

びが鈍化しており、海外受注比率は低下している。

◆国内は、設備投資の不足感が記録的に強い。設備投資計画

は高水準で推移しており、国内受注は増加が続くだろう。

◆海外受注は、世界経済が拡大を続けていることから設備

投資需要は根強い。一方で、主要な受注先である中国経

済が減速していることや米中貿易摩擦懸念が重石となる。

今後の予測

現況

勤労者世帯実質消費支出伸び率要因分解（前年同月比）図表3
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Ⅱ. 地域主要産業の動向

2018年度前半の日本経済は、西日
本豪雨、台風21号などの自然災害の
影響によって一時的にマイナス成長
に陥ったものの緩やかな回復基調に
ある。2018年度後半も、世界経済の
回復に伴う輸出の増加、企業収益の
増加を背景とした設備投資が景気回
復をけん引し、2018年度の実質国内
総生産（GDP）成長率は、0.8％と予測
する。
2019年度の個人消費は、10月実施

予定の消費税率の引き上げ前後で
振幅はあるが緩やかな回復は続くだ
ろう。また、設備投資と輸出が日本経
済をけん引するという構図が続くとみ
ている。ただ、世界経済の成長率は
ペースダウンしていることから、輸出の
伸びは鈍化し、それに伴い設備投資
の伸び率も低下するだろう。一方、公
共投資の増加がプラスに寄与し、
2019年度の成長率は0.8％と予測する。
なお、米中貿易摩擦の日本への影
響は今のところ限定的である。しかし、
関税引き上げの対象が、自動車・自動

車部品まで拡大されれば、世界経済
の減速に拍車がかかる。IMF（国際
通貨基金）の試算では、2019年の世
界経済の成長率は最大0.8％引き下
げられる。こうした事態に陥れば、日
本経済に与える影響は大であり、注
意が必要である（図表1、図表2）。

個人消費は、節約志向は続いてい
るが、賃金の上昇が続いていることが
下支えとなり、緩やかな回復が続くだ

ろう。2019年10月に消費税率の引き
上げが予定されているが、前回
（2014年4月）引き上げ時と比べて、
引き上げ幅が2％と小さいこと、経済
への影響を抑えるために、軽減税率、
住宅ローン減税の延長、自動車税減
税などの政策措置が講じられること
から、消費の落ち込みは小さいだろう。
また、2019年度の半ばでの引き上げと
なることから、駆け込み需要とその後
の落ち込みは、年度内で均せば影響
はほとんどないとみている（図表3）。
住宅投資は、減少が続いていた貸
家が底を打ちつつある。また、消費税
率引き上げ前の駆け込み需要が持家、
分譲を中心に出てくるだろう。ただ、住
宅の一次取得者の中心である30代

人口の減少が続くことから、住宅着工
件数は緩やかな減少を続けるだろう。
設備投資は、伸び率は低下してい

くものの、増加が続くだろう。日銀短観
では製造業の設備不足感は記録的
な水準にあり、設備投資計画は高水
準にある。このため、企業収益の伸び
は鈍化しつつあるものの、こうした設
備投資需要により、投資は増加が続く
とみている。
公共投資は、2017年度の公共投
資増加に寄与した2016年度第2次
補正予算の押し上げがはく落したこ
とから、2018年度は前年度比減少す
るだろう。2019年度の公共事業関係
費は、相次ぐ自然災害への対策、消
費増税による景気下押しの影響を緩

和するための経済対策として、公共
インフラ補修の予算措置が想定され
ることから、2018年度と比べて増加
するだろう。
輸出は、海外経済の回復の持続に
伴い増加が続いているが、成長は鈍
化しつつある。このため、輸出の伸び
率は低下するだろう。また、輸入も、原
油価格が下落してきたこと、国内需要
の伸びも鈍化することから、伸び率は
低下するだろう。
海外経済は、緩やかな回復が持続

すると予想するが、わが国の主要貿
易先である米国、中国、欧州の経済
見通しは次のとおり。
米国経済は、所得税減税効果も

あり好調な個人消費がけん引し、潜

在成長率（2％程度）を上回る成長
が続いている。引き続き個人消費主
導による景気の拡大が続くが、減税
効果は2019年半ばには薄れ、減速
していくだろう。また、住宅投資に陰り
がみえていることには注意が必要で
ある。中間選挙の結果、上院が共和
党、下院が民主党という「ねじれ議
会」が発生した。2020年大統領選再
選に向けて、トランプ大統領は景気
拡大維持のためにあらゆる措置を講
じてくることが予想され、景気後退に
陥ることはないだろう。
2018年は長期金利上昇を引き金と

して、株式市場の大幅な下落が繰り
返された。景気拡大は続いており、金
利には上昇圧力がかかっている。この

ため、金融市場は不安定な状態が続
くことが予想される。
中国経済は、緩やかな減速が続く。
中国政府が進める企業や地方政府
の債務削減でインフラ建設が低迷、
加えて米国との貿易摩擦の影響もあ
り、2018年7～9月の実質ＧＤＰ成長率
は6.5％と、リーマン・ショック後2009年1
～3月期（6.4％）以来の低水準に沈ん
だ。減税、預金準備率の引き下げなど
財政・金融措置を講じているが効果
には時間がかかりそうである。また、米
国との貿易摩擦問題は長期化が予
想されることから、中国経済は緩やか
な減速が続くと予想する。
欧州経済は、雇用・所得環境の改
善に伴う個人消費の改善により底堅

い成長が続いている。ただ、英国のＥ
Ｕ離脱協議の行方、イタリアの財政懸
念、EUの中心的存在であるドイツの
メルケル首相が与党、キリスト教民主
同盟（CDU）の党首退任を表明する
など、先行きの不透明感を高める材
料が目白押しである。ＥＵの中央銀行
であるＥＣＢは年内に国債などの資産
買入れを停止し、2019年夏以降の利
上げを予定しているが、予定通り実施
に移ることができるか難しい局面に差
し掛かっている。
こうしたマクロ経済の状況下、当地
域の主要経済はどのような状況にあ
るのだろうか。以下に産業別の現況と
今後の動向について述べる。

１．製造業

1 はん用・生産用・業務用機械工業　愛知は堅調、岐阜は一進一退ながら緩やかに増加

◆国際ロボット連盟によれば、2017
年の世界の産業用ロボットの販売
台数は前年比30％増の381,000
台で過去最高、2018年は同10％
増の421 ,000台になる見通し。
2021年までは年平均14％増で成
長し、63万台に達することが見込
まれる。
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◆中部経済産業局の金属工作機械受注状況では、国内受注

高は概ね前年同月比二桁増が続いている。一方、海外受注

高は5月まで前年同月比二桁増であったが、6月以降は伸

びが鈍化しており、海外受注比率は低下している。

◆国内は、設備投資の不足感が記録的に強い。設備投資計画

は高水準で推移しており、国内受注は増加が続くだろう。

◆海外受注は、世界経済が拡大を続けていることから設備

投資需要は根強い。一方で、主要な受注先である中国経

済が減速していることや米中貿易摩擦懸念が重石となる。

今後の予測
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勤労者世帯実質消費支出伸び率要因分解（前年同月比）図表3
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2 電気機械工業　生産は愛知は大幅に減少、岐阜は上下に振れながらもほぼ横ばい 3 輸送機械工業　愛知・岐阜ともに小幅な振れを伴いつつも横ばいで推移

◆自動車の国内生産は、台風21号、北海道地震など自然災

害の影響で年度前半は前年度を下回っている。輸出は中

国向け輸出が大きく伸びたことなどから前年度を上回っ

ている。

◆自動車のEV化、自動化などへの対応のために、完成車メー

カー、部品メーカーの研究開発費の増加が続いている。

◆国内市場、米国市場の伸びが見込みにくいなか、中国市場

での生産拠点拡充の動きが進む。

◆輸出、海外生産においては、NAFTA新協定（USMCA）、

日米物品貿易協定（TAG）などの動向によって大きく影響

を受けることとなる。

◆トヨタ自動車とソフトバンクグループ
が、自動運転技術などを用いる移動
サービス事業で業務提携することが
発表された。

◆トヨタ自動車は、2022～2025年を
目途に、原則、現在の「トヨタ店」、
「トヨペット店」、「カローラ店」、
「ネッツ店」の4系列の販社で全車
種併売化を実施予定。2019年4月
から東京の直営販売店4社が融合す
る「トヨタモビリティ東京」で先行実
施予定。

現況 業界トピック

今後の予測

◆スマートフォンは、世界の出荷台数が2017年に初めて前

年比減少し、2018年も減少が続いていることから足踏み

が続いている。

◆家電は、夏場の猛暑でエアコンの販売が伸びたことなど

が寄与し、好調に推移している。

◆第5世代移動通信システム（５G）対応スマートフォンの販

売開始をテコに、スマートフォン市場は再び増加に転じるこ

とが見込まれる。

◆家電においては、あらゆるモノがネットにつながる「IoT」家

電の普及が見込まれる。

◆総務省が2018年10月に開催した
「第5世代移動通信システムに関す
る公開ヒアリング」の場で、ＮＴＴド
コモ、ＫＤＤＩ、ソフトバンクが2019
年中に第５世代移動通信システム
(5G)のサービスを開始することを
表明。楽天モバイルネットワークは
2020年の予定。

◆2018年12月1日から「新４Ｋ8Ｋ衛
星放送」が始まった。

◆世界半導体市場統計（WSTS）によ
れば、2018年の世界半導体市場は
前年比15.9％増加の見通し。

　2019年は伸び率が低下し、同
2.6%増加の予測（2018年11月
27日公表）。

現況 業界トピック
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2 電気機械工業　生産は愛知は大幅に減少、岐阜は上下に振れながらもほぼ横ばい 3 輸送機械工業　愛知・岐阜ともに小幅な振れを伴いつつも横ばいで推移
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公共投資は横ばい、住宅投資は愛知は堅調、岐阜は弱含み

2．建設業4 窯業・土石製品工業

◆公共工事は、国の一般会計当初予算における公共事業関係

費は前年度比横ばいが続いており、2017年度同様、年度

前半は高水準で推移し、後半減速する動きが続いている。

◆住宅建設は、愛知県は振れを伴いつつも増加傾向、岐阜県

は水準が低下傾向にある。

◆2019年度の公共事業関係費は、公共インフラ補修のため

に増額が予測される。

◆住宅建設は、消費税増税の緩和措置として、住宅ローン減

税の延長、すまい給付金の拡充などが講じられる予定であ

り、増税前の駆け込み需要及びその後の反動は緩和される

と予測する。

◆人材確保のため、休暇制度の改善などが引き続き課題である。

◆2018年5月、建設・建築人材の
確保・育成に向けて、業界の魅力
発信や技術力向上のための研修
を行う「建設ＩＣＴ人材育成セン
ター」と「ぎふ建築担い手育成支
援センター」がソフトピアジャパ
ンセンター（岐阜県大垣市）内に
開所された。

◆2027年リニア中央新幹線開業
に向けて、名古屋市内ではマン
ションの建設ラッシュが進んでい
る。愛知県のマンションの新設着
工件数は約5,600戸（2018年
1～10月）と前年同期比3割超
増加している。

現況 業界トピック

今後の予測

◆生産は、岐阜県はほぼ横ばい傾向で推移。愛

知県は低下が続く。

現況
◆がい子は電力会社の設備投資抑制が続いてい

ることから国内需要は弱含んでいる。海外も競

合先との競争が激化し、厳しい事業環境が続く。

◆住宅設備向けも、アパート建設が一巡したこ

と、新設住宅着工件数も減少傾向にあること

から国内市場は伸び悩むと予測する。

今後の予測

5 繊維工業

◆生産は、岐阜県は底堅く推移、愛知県は低下

傾向にある。

現況
◆衣料品関係の販売が引き続き低調であること、

原料価格高騰も続いており厳しい状況が続く。

今後の予測

6 化学工業

◆生産は、岐阜県は振れを伴い低位で推移、愛

知県も同じく振れを伴いつつ中位で推移して

いる。

現況
◆石油製品は、人口減少、エコカー・電気自動車の

普及によって、国内需要は長期的に縮小が続く。

◆2019年度は薬価の改定のない年であるが、

2019年10月に臨時で改定される。財政が逼

迫するなか薬剤費引下げの流れは続くことか

ら医薬品の国内需要は縮小せざるを得ない。

今後の予測

7 金属製品工業

◆生産は、岐阜県では緩やかに回復を続けてい

る。愛知県は低水準で一進一退の動きが続く。

現況
◆自動車部品向けは、横ばいで推移すると予測

するが、自動車・自動車部品に対する関税引き

上げの動向次第では大きく影響を受けるため

注意が必要である。ガス機器は、国内向けは

横ばいであるが、海外向けは増加基調で推移

すると予測する。

今後の予測

8 プラスチック製品工業

◆生産は、岐阜県、愛知県ともに全国より高い水

準で推移し、回復傾向が続く。

現況
◆自動車向けは、電気自動車の普及で車体軽量

化のための高機能プラスチックの需要は増加

するだろう。

◆海洋プラスチックゴミ問題の浮上により、プラ

スチック製品には逆風が強まっている。

今後の予測
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所得は緩やかに伸びているものの、節約志向が根強く伸び悩み

3．小売業 4．その他サービス業

◆大型小売店（既存店）販売額の動きは、岐阜県、愛知県とも

に2018年半ば頃から前年同月比プラスに転じつつある。

◆岐阜県、愛知県では、コンビニエンスストアの店舗数の減少

が続いている。かわりに、ドラッグストアの店舗数の増加が

続いている。

◆消費税率引き上げによる消費マインドの低下が懸念される

が、緩やかな増加は持続するとみている。

◆自動車販売は、消費税率引き上げ前の駆け込み需要、その

後の反動減が予測される。

◆総合スーパー、ユニーがドンキ
ホーテホールディングスの傘下に
入った。今後5年で約半数の店舗
がユニーとドンキの共同運営店に
転換される予定。

◆日本商工会議所が2018年9月に
発表した「中小企業における消費
税の価格転嫁および軽減税率の
準備状況等に関する実態調査」
（第5回）によれば、軽減税率の準
備に取り掛かっていない事業者は
約8割であった。

現況 業界トピック

今後の予測

1 繊維・衣服等卸売業

◆節約志向が続く中、衣料品の販売は振るわず

低下が続いている。

現況
◆所得環境の緩やかな改善は続いているものの、

2019年10月以降は消費税率の引き上げも予

定されており、反転は難しいと予測する。

今後の予測

2 不動産業

◆名古屋市内のオフィスの空室率は低下が続い

ている。オフィス仲介大手の三鬼商事によれば、

名古屋市内ビジネス地区（名古屋駅地区、伏見

地区、丸の内地区、栄地区）の2018年10月の

平均空室率は2.83％で、17ヵ月連続で低下

が続いている。

現況
◆2027年リニア中央新幹線開業に向けてオフィ

ス需要は高まる一方で、大規模なオフィス供給

がないことから、タイトな状況は続くとみる。

今後の予測

3 物品賃貸業

◆情報通信機器、輸送用機器、工作機械などが

増加し、前年比増が続いている。

現況
◆カーシェア利用がきっかけでカーリースのユー

ザーとなるなどの動きがある。一方で、米中貿

易摩擦の影響で景気が減速すれば、物流が滞

り貨物車両のリースが減少する懸念もある。

今後の予測

4 飲食店・飲食サービス業

◆上昇、低下を繰り返しながらほぼ横ばいの動き

が続いている。

現況
◆消費者の節約志向、人材不足による人件費負担

の増加により国内市場は厳しい状況が続く。日

欧EPAが2019年の発効にむけ、中部の外食

産業において欧州進出の動きが本格化するこ

とが予測される。

今後の予測

5 娯楽業

◆西日本豪雨などの自然災害、猛暑の影響で夏

場に沈んだが、徐々に回復している。

現況
◆中部国際空港では2019年度上期にＬＣＣター

ミナルが開業予定。ホテルも新築・増床ラッシュ

が続く。

今後の予測

（2018.12.10）
OKB総研　調査部　纐纈 光元、 中澤 大輔

出所：「家計調査結果」（総務省統計局）の資料よりＯＫＢ総研にて作成
（＊）2018年の数値は推計値
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